
 

収支内訳書（不動産用）の書き方 

不動産所得がある方は、収支内訳書(不動産所得用)を必ず記載してください。 

 

家事上の消費（家事関連費）は、経費に含みません。 

 経費の中に、次の費用が含まれる場合には、これらの金額を除外します。 

  ①建物の一部を貸し付けている場合で、その建物について支払った地代や火災保険料、固定資産税、修繕費などの 

うち、貸し付けている部分以外に対応する経費 

  ②水道料や電気料、燃料費などのうち、家事に係る経費 

 ※ 業務分と家事分は、貸付面積や保険金額などの適切な基準によってあん分し計算します。 

右ページ「収入金額」参照 

 

右ページ「専従者控除」参照 

 

右ページ「経費」参照 
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各科目の具体例と記入先               
科目名 具体例 欄 

収
入
金
額 

賃 借 料 

令和６年中に収入することが確定した家賃収入や地代収入 →「不動産所得の収入の内訳」○あも
記入してください。 
【収入することが確定する時期】 

 (1) 契約又は習慣により賃貸料の支払日が定められているものについては、その支払日 

 (2) 支払日の定められていないものについては、その賃貸料の支払を受けた日（請求があったときに支

払うべきものとされているものについては、その請求の日） 

   なお、継続的な記帳に基づいて不動産所得の金額を計算しているなど一定の要件に該当する場合には、その

年の貸付期間に対応する賃貸料の額をその年分の収入金額とすることができます。 

① 

礼 金 ・ 権 利 金 
・ 更 新 料 

令和６年中に収入することが確定した礼金や権利金、更新料 →「不動産所得の収入の内訳」○あ
も記入してください。 
「礼」「権」「更」の該当する文字を○で囲み、その金額を記入します。 

② 

名義書換料・その他 
名義書換料や返還を要しない保証金・敷金などのほか、賃借人から受け取る水道料・電気料、税
込経理方式の場合の消費税及び地方消費税の還付税金など 
→「不動産所得の収入の内訳」○あも記入してください。 

③ 

経 
 

費 

給 料 賃 金 

従業員に支払った賃金など →「給料賃金の内訳」○いも記入してください。 
※ 事業に専従している親族に支払った給料は除きます（専従者控除に該当）。 

※ 給料賃金等を支払った従業員の氏名、年齢、従事月数、給料賃金・賞与額、源泉徴収税額を記入します。源

泉徴収税額は、年末調整後の金額を記入します。なお、年の中途で退職した人などで年末調整が行われない人

については、令和６年中に徴収した源泉徴収税額を記入します。 

⑥ 

減 価 償 却 費 
使用可能期間が 1年以上で、取得価額 10万円以上の事業用資産、機械など 
→「減価償却費の計算」○うも記入してください。 

⑦ 

貸 倒 金 貸金等が回収不能になった場合など ⑧ 

地 代 家 賃 事業のために借りた地代や家賃など →「地代家賃の内訳」○えも記入してください。 ⑨ 

借 入 金 利 子 賃貸している建物等を取得するための借入金に対する利子 ⑩ 

租 税 公 課 
事業税、事業用資産の固定資産税、不動産取得税、事業用自動車の自動車税、同業組合費、印紙
代など 

㋑ 

損 害 保 険 料 事業用資産に対する火災保険料など ㋺ 

修 繕 費 建物、機械、備品等にかかった通常の維持修理代 →「修繕費の内訳」○おも記入してください。 ㋩ 

雑 費 上記以外の事業用の費用 ㋭ 

専 従 者 控 除 

事業に従事している親族（事業専従者）に対する給与 →「事業専従者の氏名等」○かも記入して
ください。 
※ 事業主と生計を一にしている配偶者やその他の 15 歳以上の親族が令和６年中に６か月を超える期間、

事業に専ら従事している場合には、その事業に従事している親族（事業専従者）1人につき、次の(1)と(2)

のいずれか少ない金額を必要経費とすることができます。 

 (1) 860,000円（その事業専従者が配偶者以外の親族の場合は500,000円） 

 (2) 表面⑬の金額 ÷（事業専従者数＋1） 

⑭ 

減価償却費について ※主な減価償却資産の耐用年数については、裏面をご覧ください。 

減価償却費とは、1年以上使用可能で、取得価額が 10万円以上の事業用資産を、購入した年以降の数年間にわたり必要経費に算入してい

く方法です。建物、機械、車両、器具、備品などが該当します。計算式は次のとおりです。 

  平成 19年 4月 1日以降取得したもの        : 資産の取得価額 × 償却率 × 使用月数/12 × 使用割合 

  平成 19年 3月 31日までに取得したもの（旧定額法）: 資産の取得価額 × 0.9 × 償却率 × 使用月数/12 × 使用割合 

  「資産の取得価額」…その資産を購入した金額 

  「償却率」 ……  資産の種類ごとに耐用年数が決められており、それに応じた償却率を使用します。 

            償却率 ＝ 1 ÷ 耐用年数（小数点以下第4位切上げ） 

            ※ 平成 19年 3月 31日以前に取得した減価償却資産で、耐用年数が 2～20年、27年、37年、51年以上の場合は、

小数点以下第4位を切捨てします。 

  「使用月数」 …… 令和６年中に使用した月数を記入してください。 

  「使用割合」 …… 事業と家事のどちらにも使用していた場合には、その使用の度合いによりあん分してください。 

  制度改正により、減価償却が残存価格 1円までできるようになりました。平成 19年 3月 31日までに取得した償却資産は、旧定額法の

償却可能限度額に達した後、その翌年以降5年間で残存価格の5分の1ずつ、残存価格1円まで償却します。 

● 一括償却資産について 

  減価償却資産で取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、 その減価償却資産の全部又は特定の一部を一括し、その一括し

た減価償却資産の取得価額の合計額を、その業務に使用し始めた年以後3年間において、各3分の1の金額を必要経費とすることができま

す。 

● 小額な減価償却資産について 

  使用可能期間が 1 年未満で取得価額が 10 万円未満のいわゆる小額な減価償却資産については、減価償却しないで、使用開始した年にそ

の取得価額がそのまま必要経費（消耗品費）になります。 

 


